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１．はじめに 

東日本大震災による被害の特徴は、地震による倒

壊家屋のガレキ類に加えて、津波による沿岸部のヘ

ドロ・土砂などの被害が大きかったことである。震災か

らの復旧・復興計画は、災害廃棄物量の推定を必要

とする。災害廃棄物量推定は、その後の復興計画に

大きな影響を及ぼすために、可能な限り迅速に且つ

正確にその量、分布、内容を把握することは非常に

重要である。しかしながら、政府官公庁から総廃棄物

量が公表されているものの、未だ正確な全容が把握

できていない状況である。本研究では、東日本大震

災の被災データを基にして災害廃棄物量推定方式

の検討を行い、今後必要となる災害廃棄物量推定シ

ステムについて考察したので報告する。 

 

２．災害廃棄物量推定モデル 

2-1.災害廃棄物量推定方法 

 従来研究 1)では、災害廃棄物量 WDは災害発生

元単位 Ciに損害建物数 Niを掛け合わせた総量と

し (i は被害レベルを示す )、 GIS(Geographic 

Information System)データを用いて地域メッシュ

統計の世帯数とハザード情報(東日本大震災の場

合は津波)から災害地域を算出して次式により被

災廃棄物量を算出する方法が提示されている。 

WD=Σ(Ci×Ni)          (1) 

 また、同算出方法によって東日本大震災にお

ける災害廃棄物量推定結果も報告 2)されている。 

本稿においても、従来方法を用いて発生原単

位 3)Ci と、損害建物数 Ni を各省庁及び自治体よ

り公表されている情報を基に災害廃棄物量推定

方法を検討した。 

2-2.被災範囲の同定 

 損害建物数 Ni を得るために、被災範囲を国土

地理院及び JAXA(google○R も衛星画像を公開して

いる)などが収集している衛星写真や航空写真を

取得して、画像処理を行い、被災範囲(被災面積

や地図上の経緯度)を求める。 

 

2-3.発生原単位 

 災害廃棄物の発生原単位 Ci は文献 3)を参考と

する。(図 1参照) 

2-4.災害廃棄物量推定システム 

 整理してまとめると、災害廃棄物量推定シス

テムの処理フロー4)は図１のように示される。 

 

 
図１ 災害廃棄物量推定フロー 

 

 Ci 及び Ni には非住家(公的施設、事業所等)を

含めることが可能である。 

津波被災が主要因の場合には、津波により海

中の堆積物が沿岸地域に汚泥となって災害廃棄

物となる場合を想定し、従来の推定モデルに堆

積物量 Ws を追加する。 

WD=Σ(Ci×Ni)＋Ws                                          (2) 

Ws=Σ(Lj×Dj×ρj)                                                  (3) 

ここで、L は堆積面積、D は堆積層厚み、ρは堆

積物密度、j は堆積物種類を示す。(火山被害の

場合には、火山噴出物・土石流や、地滑りによ

る土砂発生等の二次被害も想定する必要がある) 

３．被災廃棄物量推定算出結果 

 本章では被災初期の情報として、 
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①4 月 18 日国土地理院公表 浸水面積 

②4 月 25 日総務省統計局公表 浸水に係る世帯数 

③10 月 11 日消防庁災害対策本部公表 住家被害

を情報源として、(1)式から住家被災廃棄物量を

推定する。 

 東日本沿岸 6 県の浸水面積①を図 2 に示した。 

 
図 2 東日本被災６県の浸水面積 

 
図 3 東日本 6 件の推定住家災害廃棄物量Ⅰ 

 

情報②の浸水に係る世帯数から、浸水世帯が

全壊でという仮定で災害破棄物量を求めると図 3

が推定され、浸水面積と住家災害廃棄物量の関

係は図 4 になる。 
 

 
図 4 浸水面積と災害廃棄物量の関係 

 また、7 か月後の情報③を用いて、先の算出と

同様に求めると図 5 が得られ、この場合の浸水

面積と住家災害廃棄物量の相関は、図 6 で示す

結果となり、重回帰係数はほぼ１である。 

 
図 5 東日本 6 件の推定住家災害廃棄物量Ⅱ 

 
図 6 浸水面積と住家災害廃棄物量の関係 

一方、(3)式の津波堆積物 Ws は速報 7)と浸水面

積①から、3,700～4,900 万トンと推計された。そ

の後の 500m 地域メッシュ調査 5)では、1,319～

2,802 万トンと推計されているものの市街地と農

地の差が大きく、更に詳細な調査が必要である。 

４．まとめ 

 以上の結果から、災害発生初期時の災害廃棄

物量を可能なかぎり正確に把握するためには、

被害情報を取得することと、被災範囲及び損壊

情報を所轄官公庁より入手して正確に推定算出

することが重要である。 

 本稿では非住家災害廃棄物量や、インフラ等

の災害廃棄物量は含まれていない。これらの推

定方法算出は今後の課題である。 
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